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概要：日本の研究力は，年々低下している．EUやアメリカ，中国などが大学部門の研究開発費（OECD推計）を増加
させている一方，日本は 1990年代後半以降減少しており，2019年には 2.1兆円となった．科学知識生産（論文数）に
おいても，2000年以降日本の世界ランクが低下している．そこで本研究では研究水準維持向上のため，データ包絡分

析法（DEA；Data Envelopment Analysis）を用いて科学研究費助成事業（科研費）における紐帯の構造と研究成果の関
係性を明らかにした．結果として，ネットワーク閉鎖性が高い科研費プロジェクトは雑誌論文数や学会発表数が多く，
構造的隙間が多いプロジェクトは次の研究につながる可能性のある関連科研費プロジェクト数が多い．特にネットワ

ーク閉鎖性が高く，構造的隙間も多い研究プロジェクトは，総配分額が少ないながらも一定の成果があり，また研究
の広がりも大きい．このことから研究水準維持において，目標になりえる科研費プロジェクトの紐帯構造が明らかと
なった．またシミュレーションを実施し，DEAによって非効率的と判断された科研費プロジェクトを，効率的なプロ

ジェクトに 5割以上近づけることで，研究水準が維持向上する可能性があることが明らかとなった． 
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1. はじめに     

 近年，日本の研究力は，年々低下しているとされる[1]．

EU やアメリカ，中国などが大学部門の研究開発費（OECD

推計）を増加させている一方で，日本における研究開発費

は 1990 年代後半以降減少しており，2019 年には 2.1 兆円

となっている．1990 年代に日本よりも開発費が少なかった

中国においては，研究開発費が現在 4 兆円を超えており，

日本の約 2 倍の資金を投入していることとなる． 

科学知識生産（論文数）においても，2000 年以降日本の

世界ランクは低下している[1]．1989 年から 2005 年までは

世界論文数ランキング 2 位だったが，2018 年時点では 4 位

となり，ドイツと中国に逆転されている．各分野の被引用

数が上位 1%の論文に限ると，最高順位であった 4 位から 9

位に落ちている． 

 研究力の低下については，さまざまな議論がなされてい

る．河村は，運営交付金と被引用論文数の比較を行い，国

による研究機関への財源支援（運営費交付金）が研究パフ

ォーマンスに影響していないことを明らかにしている[2]．

また伊神は，日本の大学（理工農分野）を対象に 1980 年

代からの論文数，研究者数，研究開発費の長期マクロデー

タを用いて分析を行っているが，その結果，論文数の減少

には，1）研究時間割合を考慮した教員数の減少（2000 年

代半ば～2010 年頃），2）博士課程在籍者数の減少（2010 年

頃以降），3）原材料費のような直接的に研究の実施に関わ

る費用の減少（2010 年頃以降）といった複合的な要因があ

ることを明らかにしている[3]．さらに内閣府が実施した，

研究資金配分と論文アウトプットの分析では，論文成果に

は科学研究費助成事業（以下，科研費）や運営費交付金の
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方が，その他競争的資金よりも効果的であることが示され

ている[4]． 

 以上のことから先行研究では日本の研究力の低下の要因

の 1 つとして研究費が挙げられているが，研究を行うに際

しては，研究資金以外にも研究者同士のつながり（紐帯）

が重要であると考えられる．たとえばソーシャルネットワ

ーク理論においては，紐帯の構造と成果には図 1 のような

関係性があるとされる[5]．組織内部の紐帯の密度が高く，

誰もが互いに繋がっているようなネットワーク閉鎖性の高

い集団においては，コミュニケーションがしやすく意思を

統一することが容易であり，信頼が生まれやすいとされて

いる[6]．また物事を実行する際も，一致団結した行動をと

りやすいとも考えられている[7, 8]．その一方でネットワー

クを構成する人々の間に，相互関係がないゆえに生じる関

係の隙間のことを構造的隙間という[9]．冗長ではない複数

の情報源は互いに重複していないため，それぞれ別の情報

をもたらす可能性が高く，先行研究において構造的隙間が

多い集団は優れた成果を持つ人や企業は構造的隙間が多い

ことが示されている[10, 11]．  

 以上を踏まえ，日本の研究環境を考えると，今後研究費

の著しい増加が生じるとは考えにくいといえる．しかしな

がら，そうした環境においても，研究力を維持向上してい

くためには，現時点において，著しい成果を上げている研

究プロジェクトの「紐帯の構造」を明らかにすることによ

り，より効率的な研究プロジェクトのあり方を検討するた

めの基礎的な知見を提示することが必要であると考えられ

る．そこで本研究では我が国におけるもっとも包括的な研

究資金である科研費を取り上げ，この研究資金に関わる
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個々の科研費プロジェクトにおけるネットワーク上の紐帯

構造と研究成果の関係性をデータ包絡分析法 (DEA) を用

いて明らかにすることを目的とした． 

 

図 1 成果と紐帯の構造の関係性（Burt[5]より著者作成） 

 

2. 科研費データ基本解析と紐帯構造の指標 

 本研究では以下に示す科学研究費助成事業（以下，科研

費）データを使用した．データ件数は 144900 件である． 

 研究開始年度   ：2006~2017 年度 

 研究課題ステータス：完了 

 研究種目     ：基盤研究(A)，(B)，(C) 

 利用したデータ項目を表 1 に示す．研究分野には，審査

区分として設定されている「系・分野・分科・細目情報」

が記載されているが，本研究ではその中の「分野」を研究

領域として使用した[12, 13]．特設分野研究や時限付き分科

細目など，期間限定での審査区分であり，研究分野情報が

設定されていないものは「その他」とした． 

 

表 1 科研費データ項目一覧 

項目名 内容 

研究課題 /領

域番号 

科研費プロジェクトごとに一意に割り

当てられる英数字 

研究期間 研究開始年と終了年度より算出 

研究者 ID 研究者に割り当てられる ID 

一部，付与されない場合あり 

研究分野 審査における研究領域 

総配分額 全ての研究期間で配分された研究費 

雑誌論文数 プロジェクトでの研究成果 

学会発表数 プロジェクトでの研究成果 

 

2.1. 科研費データの基本解析 

 データを把握するため，可視化と基本分析を実施した．

図 2 に科研費プロジェクトの実施開始年と，開始年に開始

した研究プロジェクト件数を示す．2011 年から 2016 年に

かけて研究数が増加している．これは 2011 年より基金化の

導入や採択率の改善が行われたことが要因である[14]．図 3

示す研究種別別の合計総配分額からも，2011 年からの変化

が確認できる．しかしながら総配分額が増加したのは基盤

研究(C)のみであり，基盤研究(A)(B)は減少傾向にある．研

究分野ごとの科研費数を図 4 に示す．医歯薬学分野の研究

数が最も多く，次いで社会科学，工学が多い．工学は他の

分野に比べて，基盤研究(A)(B)の件数割合が多い特徴があ

る．  

 

図 2 年度研究種別別科研費プロジェクト件数 

 

図 3 年度研究種別別合計総配分額 

 

2.2. ネットワーク閉鎖性と構造的隙間に関する指標 

 本研究ではソーシャルネットワーク理論におけるネット

ワーク閉鎖性と構造的隙間に着目する．それぞれの指標に

ついて，科研費プロジェクト毎に以下の手順で算出した． 

[ネットワーク閉鎖性] 

 ネットワーク閉鎖性は，組織内部の紐帯の密度の高さ，

つながりの強さを示す指標である．本研究ではネットワー

ク閉鎖性を，科研費プロジェクトに関わる人のうち，研究

代表者と同じ研究機関に所属している人の割合として定義

した．研究者 ID が設定されていない研究者も，当該プロジ

ェクトに関わる人数に含め算出している． 

ネットワーク閉鎖性

=
研究代表者と同じ研究機関に所属する人数

科研費プロジェクトに関わる人数
 

[構造的隙間] 

 まず構造的隙間に関する指標を算出するため，科研費プ

ロジェクトと研究者からなる 2 部グラフを，それぞれのネ

ットワークに変換した（図 5）．実社会においては研究者の

ネットワークによって研究プロジェクトが成り立っている

が，本研究では研究プロジェクトに着目した分析を行うた

め，研究プロジェクト間のネットワークを算出した． 

組織内のネットワーク閉鎖性
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図 5 2 部グラフからの変換 

構造的隙間に関する指標は，Burt によって定義されたネッ

トワーク拘束度（network constraints）を用いた[15]．ネット

ワーク拘束度とは”構造的隙間の欠如”を表す指標であり，

構造的隙間が大きい時ネットワーク拘束度の値は小さくな

る．よって本研究では構造的隙間を，ネットワーク拘束度

を用いて構造的隙間 = 1/𝐶𝑖とした．ここで𝐶𝑖はノード𝑖のネ

ットワーク拘束度であり，定義式を図 6 のネットワークを

例に示す． 

 

図 6 ネットワーク例 

 

 ネットワークノード𝑖に隣接するノードの集合を𝑄𝑖とす

ると，ノード𝑖に対する𝑗の拘束度𝑐𝑖𝑗は， 

𝑐𝑖𝑗 = (𝑝𝑖𝑗 + ∑ 𝑝𝑖𝑘𝑝𝑘𝑗

𝑘∈𝑄𝑖/{𝑖}

)

2

 , 𝑖 ≠ 𝑘 ≠ 𝑗 

であり，ノード𝑖の拘束度𝐶𝑖は， 

𝐶𝑖 = ∑ 𝑐𝑖𝑘

𝑘∈𝑄𝑖

 

 

で計算される．𝑝𝑖𝑗は𝑖から𝑗の投資量であり， 

𝑝𝑖𝑗 =
𝑧𝑖𝑗 + 𝑧𝑗𝑖

∑ (𝑧𝑖𝑘 + 𝑧𝑘𝑗) 𝑘∈𝑄𝑖

, 𝑖 ≠ 𝑘 

で定義される．ここで式に含まれる𝑧𝑖𝑗は𝑖から𝑗における関

係の強さを表し，本研究では，∑ 𝑧𝑖𝑘𝑘∈𝑄𝑖
= 1，各ノードから

の関係の強さは等分配であると仮定する．ただし隣接する

ノード数が 0 の場合は，ネットワーク拘束度を算出できな

いため 1.5 とした． 

 ネットワークに関する指標と科研費プロジェクトとの相

関係数行列を表 2 に示す．分担研究者数は，研究者 ID が

付与されている研究者数のみをカウントした． 

 

表 2 ネットワークに関する指標と科研費プロジェクトに

おける成果との相関係数行列 

 

 

 表 2 より，分担研究者数と構造的隙間の相関係数は 0.7

と正の相関である．研究プロジェクト間のネットワークに

おいて，研究者が関わる他の科研費プロジェクトとの冗長

的なつながり少ないほど，構造的隙間の値が大きくなる．

つまり対象とした科研費プロジェクトにおいて分担研究者

数が多いほど，構造的隙間を多くもたらしていることが明

らかとなった．研究プロジェクトに多様な情報をもたらす

可能性の 1 つとして，研究分担者の存在が考えられる．対

してネットワーク閉鎖性と分担研究者数の相関係数は-

0.39 と弱い負の相関であり，明確な関係性は見られなかっ

た．また，ネットワークに関する指標（構造的隙間とネッ

トワーク閉鎖性）と成果に関する項目（雑誌論文数と学会

発表数）の相関係数は低いものであった．  

 

3. 効率的な研究プロジェクトの算出 

 前章の相関係数という単純な分析では，研究成果とネッ

トワークに関する指標（構造的隙間とネットワーク閉鎖性）

b d

B

c

A C

ea

D

2部グラフ

研究プロジェクト

研究者

B

A C

D

研究プロジェクト 研究者

b

d

c

e

a

分担研究者数 総配分額

ネットワーク

閉鎖性 構造的隙間 雑誌論文数 学会発表数

分担研究者数 1.00

総配分額 0.36 1.00

ネットワーク閉鎖性 -0.39 -0.21 1.00

構造的隙間 0.70 0.34 0.41 1.00

雑誌論文数 0.32 0.39 -0.14 0.32 1.00

学会発表数 0.20 0.41 -0.12 0.19 0.59 1.00

図 4 年度研究種別別総配分額合計 
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において，特筆する関係性はみられなかった．そこで， デ

ータ包絡分析法（以下，DEA；Data Envelopment Analysis）

を用いて効率的とされる科研費プロジェクトを算出し，そ

の科研費プロジェクトの紐帯の構造と成果の関係性を明ら

かにする． 

 DEA は組織や企業を，複数の説明変数と複数の目的関数

との関係を相対評価することで効率性を測定する OR の手

法の 1 つである[16, 17]．事業の効率性の評価だけでなく，

医療機関の類型化やメガソーラーの最適配置などにおいて

も適応されている[18-21] ．本研究では，効率的な科研費プ

ロジェクトを以下と定義した． 

[効率的な科研費プロジェクト] 

a)  総配分額が少ない 

b) 複数の分野の研究者が関わっている 

c)  ネットワーク閉鎖性が高い 

d) 構造的隙間が大きい（ネットワーク拘束度が小さい） 

e)  雑誌論文，学会発表数が多い 

f)  他の科研費プロジェクトにも関わっている 

 少ない研究配分額内で多くの成果を上げていることから

a) e)を，ネットワーク閉鎖性と構造的隙間の議論（図 1）か

ら c) d)とした．複数の分野の研究者が関わっていると，多

様な研究分野の情報を得やすくイノベーションが起こりや

すいと考えられることから b)とした．また，対象の科研費

プロジェクト以後に他の科研費プロジェクトに関わること

は，関連研究や応用研究など”次につながる可能性のある研

究”であると考えられるため f)も含めることとした． 

 本研究では，出力指向 BCC（規模収穫一定）モデルの DEA

を用いて効率値（目的関数）を算出した[22]．DEA では評

価対象を Decision Making Unit（DMU）と呼び，本モデルに

おいて科研費プロジェクト数𝑛に関する𝑚個の入力データ

𝑿 = (𝒙𝟏, 𝒙𝟐, … , 𝒙𝒏) ∈ 𝑅𝑚×𝑛 と ， 𝑠 個 の 出 力 デ ー タ 𝒀 =

(𝒚𝟏, 𝒚𝟐, … , 𝒚𝒏) ∈ 𝑅𝑠×𝑛を元に科研費プロジェクト𝐷𝑀𝑈𝑗  (𝑗 =

1, … , 𝑛)の効率性を測定する．入力につける重みを𝒗 ∈ 𝑅𝑚，

出力につける重みを𝒖 ∈ 𝑅𝑠としたときの主問題は， 

min 𝜃 = 𝒗𝒙𝒋 

 𝑠. 𝑡.  𝒖𝒚𝒌 = 1   

        𝒗𝒙𝒌 ≤ 𝒖𝒚𝒌     (𝑘 = 1, … , 𝑛) 

     𝒗 ≥ 0,      𝒖 ≥ 0 

 

 下記二つの問題の最適解，(𝜃∗, 𝑠𝑥
∗, 𝑠𝑦

∗)が𝜃∗ = 1かつ𝒔𝒙
∗ =

0, 𝒔𝒚
∗ = 0を満たすならば，𝐷𝑀𝑈𝑗は効率的である． 

[PhaseⅠ（双対問題）] max 𝜃 

s. t.   𝜃𝒚𝒋 − 𝒀𝝀 ≤ 0 

  𝑿𝝀 ≤ 𝒙𝒋 

  𝝀 ≥ 0, 𝒆𝝀 = 𝟏 

[PhaseⅡ（スラックを加味）] max   𝒆𝒔𝒙 + 𝒆𝒔𝒚 

s. t.   𝜃∗𝒚𝒋 − 𝒀𝝀′ + 𝒔𝒚 = 0 

  𝑿𝝀′ + 𝒔𝒙 = 0 

  𝝀′, 𝒔𝒙, 𝒔𝒚 ≥ 0 

 ここで，次の生産可能集合を仮定している． 

𝑃 = {(𝒙, 𝒚)|𝒙 ≥ 𝑿𝝀, 𝒚 ≤ 𝒀𝝀, 𝝀 ≥ 0, 𝒆𝝀 = 1} 

 𝝀 ∈ 𝑅𝑛, 𝒔𝒙 ∈ 𝑅𝑚, 𝒔𝒚 ∈ 𝑅𝑠は変数であり，𝜃は目的関数であ

り DEA 効率値である． 

 効率値算出にあたり利用したデータ項目を表 3 に示す．

DEA にて計算を行うため，数値が 0 の場合は，0.0001 に置

換し，ている．また本研究では，分野”その他”で，2 人以上

の研究者 ID を持つ研究者が関わっているプロジェクト

1005 件を対象として実施した． 

 

表 3 DEA 利用データ項目一覧 

項目名 詳細 

入力 

a) 総配分額 10 万円単位とする 

例：4550000 円-> 45.5 

b) 分野種類数 研究者が 3 年前から研究開始

年までに関わった科研費プロ

ジェクトの分野種類数の逆数 

c) ネットワーク閉鎖性 逆数とする 

d) 構造的隙間 逆数とする 

出力 

e) 雑誌論文 研究期間における成果数 

e) 学会発表 研究期間における成果数 

f) 関連プロジェクト数 研究プロジェクトに関わる研

究者 1 人あたりの研究者が，研

究開始から 3 年後までに携わ

った科研費プロジェクト数 

 

 付録表 A.1 は，DEA 効率値が 1 である，“効率的な科研

費プロジェクト”とみなされた DUM である．図 7 に，効

率値 1 の DMU 別被参照集合 DMU 数のグラフを示す．効

率的な科研費プロジェクトは 37 あり，全体の 27.1%を占め

る，被参照集合数が最も多い研究課題/領域番号は 20612014

で，非効率的な DMU のうち 67.1%で参照集合の 1 つとな

っている． 

 

図 7 効率値 1 の DMU 別被参照集合数 

 

 そして，効率的とみなされた DMU をクラスタ数 5 でク

ラスタリングし，特徴把握をおこなった．表 A.1 のクラス
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タ列にクラスタ番号を，クラスタごとの各項目平均値を表

4 に示す．特筆すべきクラスタの特徴を太字で示している．

また．図 1 に示すネットワーク理論における成果と紐帯の

構造の関係性に当てはめると，図 8 となる． 

 クラスタ 2 は総配当額が多く，構造的隙間も大きく，全

ての成果項目にて一定の成果を上げている．対して，総配

当額が少なく，構造的隙間が大きいクラスタ 0 は，雑誌論

文や学会発表数は少ないが，次につながる可能性のある関

連プロジェクト数が多い．また，同じ分野での研究が多く，

ネットワーク閉鎖性が高いクラスタ 1 や 4 は，雑誌論文や

学会発表が多い傾向にある．クラスタ 3 はネットワーク閉

鎖性が高く，異なる所属の研究者が多い． 

 

図 8 成果と紐帯の構造の関係性への適応 

 

 以上をまとめると，紐帯の構造がもたらす成果は，主に

雑誌論文や学会発表ではなく，次につながる可能性のある

関連科研費プロジェクト数が多い．対して同じ分野で冗長

的なつながりが多い研究プロジェクトでは，雑誌論文数，

学会発表数など目に見える成果数が多い．考察を以下に示

す． 

 

 構造的隙間が小さい研究プロジェクトは，同じ分野

での研究者と集まりやすい．研究背景や手法など，

研究に関する情報共有が早く，研究成果が得やす

い環境である．（クラスタ 1, 4） 

 異なる所属の研究者が多く集まる場合は，研究に関

する情報共有に時間がかかるため，研究成果が得

にくい．（クラスタ 3） 

 構造的隙間はネットワーク閉鎖性よりも次につなが

る可能性のある関連プロジェクト数に影響する．

外部に冗長的なつながりを持つことで，さまざま

な情報や研究機会に恵まれる．（クラスタ 0, 3） 

 構造的隙間が大きく，ネットワーク閉鎖性が平均的

な研究プロジェクトは，構造的隙間を利用し多様

な分野や研究との繋がりも持ちながらも，組織内

が一定の閉鎖性であることから研究を進めやすい

環境である．よって，研究配分額も多く成果も得

やすい．（クラスタ 2） 

 

4. 研究水準維持向上シミュレーション 

 前節より効率的な科研費プロジェクトを算出し，その特

徴を明らかにした．特に表 4 に示すクラスタ 0 の科研費プ

ロジェクトは，総配分額が少ないながらも一定の成果があ

り，また研究の広がりも大きい．このことから研究水準維

持において，目標になりえる科研費プロジェクトの紐帯構

造であることが明らかになった．クラスタ 0 は非効率的な

科研費プロジェクトのうち，76.0%である 763 研究の参照

集合に含まれている．そこで今後研究配分額の増額が期待

されないことから，クラスタ 0 に着目した研究力維持向上

に向けたシミュレーションを実施し，科研費全体における

成果の変化の検証を行った． 

  

表 4 クラスタごとの各項目平均値一覧 

クラスタ

番号 

総配分額 分野種類数 ネットワー

ク閉鎖性 

構造的隙間 雑誌論文 学会発表 関連プロジ

ェクト数 

被参照集

合 DMU 数 

被参照集

合 DMU数

（効率値>=5） 

0 41.85 3.15 0.74 11.43 17.31 20.38 3.36 763 169 

1 42.90 2.17 0.57 8.84 55.33 19.00 1.86 435 83 

2 159.68 4.50 0.50 14.40 40.67 75.17 2.49 281 31 

3 57.04 3.40 0.31 12.43 16.30 20.00 5.35 653 79 

4 46.15 2.00 0.53 2.36 36.00 127.00 3.00 481 105 

注：DEA 入力項目のうち逆数としている項目については，逆数にする前の元データで記載 
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図 9 クラスタ 0 に近づけた場合の成果向上シミュレーシ

ョン  

 非効率な科研費プロジェクト(DMU)のうち，参照集合内

にクラスタ 0 の科研費プロジェクトを 1 件以上含む 763 研

究をクラスタ 0 に近づけた時の研究成果の変化を図 9 に示

す．横軸はクラスタ 0 へ近づける割合であり，0.1 は 10%，

1 は 100%に近づけた場合である．現在よりも効率的になる

科研費プロジェクトの割合を折線グラフで表している．ク

ラスタ 0 以外の科研費プロジェクトを参照集合に含んでお

り，対象への影響が大きい場合があるためクラスタ 0 に完

全に近づけても 100%にはならない．しかし 70.0%の科研費

プロジェクトにて，現在よりも効率的になることが明らか

になった．全体での成果の増加（棒グラフ）においては，

クラスタ 0 に 50%近づけると現状以上の成果となり，70%

近づけると 1.5 倍，100%近づけると 2 倍以上となることが

明らかになった．よって全体での研究水準維持向上を考え

ると，クラスタ 0 の 50%以上の成果を目指して研究を進め

ることが良いことが分かる． 

 また，非効率的な研究プロジェクト(DMU)のうち，効率

値が 5 以上のプロジェクトを対象にシミュレーションした

結果を図 10 に示す．クラスタ 0 に 20%近づけると現状以

上の成果となり，100%近づけると約 5 倍になる．現状より

も効率的な科研費プロジェクト割合は 40%より横ばいとな

っている．よって非効率な科研費プロジェクトについては，

まずはクラスタ 0の 20%から 40%の成果を目指すことが良

いと考えられる． 

 

図 10 クラスタ 0 に近づけた場合の成果向上シミュレー

ション（対象：効率値が 5 以上の科研費プロジェクト）  

 

5. まとめにかえて 

本研究では日本の研究水準維持向上のため，ネットワー

ク閉鎖性と構造的隙間という組織・集団における二つの紐

帯構造の『組合せ』の観点から，科研費を対象として研究

成果を検討した．これまで理論上で言われてきた紐帯の構

造と成果についてデータを用いて，一定程度検証し得た．

またシミュレーションを実施し，全体での研究成果増加の

変化を示した．今後研究配分額の増額が期待されない日本

においては，表 4 に示すクラスタ 0 が目標になりえる科研

費プロジェクトであることが明らかになった． 

本研究における DEA を用いた効率的な科研費プロジェ

クト算出では，分野“その他”の 1005 件を対象に実施した．

今後は他の分野や科研費全体でも実施し，研究成果との関

係性の違いを確認することが重要であると考えられる．ま

た，効率的な科研費プロジェクトから見えた考察の検証を

実施し，ソーシャルネットワーク理論の観点からも研究成

果との関係性を明らかにしていく予定である． 
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する「規範」媒介モデルの有用性に関する実証的検討」（研
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付録 A

 

表 A.1 効率値 1 の DMU 一覧 

研究課題/

領域番号 

総配分額 分野種類数 ネットワー

ク閉鎖性 

構造的隙間 雑誌論文 学会発表 関連プロジ

ェクト数 

被参照集合

DMU 数 

クラスタ番

号 

20612014 20.80 3.00 0.83 10.36 4.00 13.00 4.50 650 0 

26506020 3.90 3.00 0.50 6.11 4.00 11.00 3.00 255 0 

20604003 44.20 5.00 0.93 18.06 20.00 0.00 2.64 127 0 

18613006 40.90 2.00 0.50 5.92 27.00 69.00 3.50 51 0 

19610003 45.50 3.00 0.93 13.59 11.00 10.00 2.83 42 0 

19601003 44.20 4.00 0.88 21.08 0.00 0.00 3.67 28 0 

19611003 48.10 3.00 0.75 10.00 36.00 41.00 2.00 23 0 

23617024 53.30 2.00 0.71 13.05 28.00 29.00 4.00 20 0 

21611001 46.80 5.00 0.67 9.68 16.00 2.00 4.00 14 0 

26520103 44.20 3.00 0.67 6.40 22.00 10.00 5.00 11 0 

21611002 50.70 3.00 0.80 13.19 4.00 26.00 3.60 8 0 

19601002 45.50 3.00 0.50 13.68 25.00 47.00 2.67 7 0 

24617006 55.90 2.00 0.91 7.46 28.00 7.00 2.33 0 0 

17K12621 45.50 5.00 0.50 12.66 71.00 29.00 1.17 326 1 

19602002 46.80 2.00 0.71 7.01 63.00 12.00 3.00 134 1 

16K12387 45.50 2.00 0.80 6.65 57.00 23.00 1.00 22 1 

19610004 44.20 2.00 0.36 16.34 63.00 10.00 2.75 17 1 

20605017 29.90 1.00 0.13 2.86 50.00 15.00 2.00 4 1 

20605021 45.50 1.00 0.89 7.54 28.00 25.00 1.25 0 1 

15KT0007 153.40 4.00 0.40 24.25 61.00 69.00 4.60 139 2 

26310205 144.30 4.00 0.86 11.71 25.00 58.00 1.86 121 2 

15KT0015 182.00 4.00 0.20 8.76 34.00 130.00 3.00 96 2 

15KT0020 109.20 6.00 0.50 12.14 29.00 72.00 2.50 28 2 

16KT0036 184.60 5.00 0.33 10.77 50.00 111.00 1.56 18 2 

16KT0082 184.60 4.00 0.71 18.76 45.00 11.00 1.43 2 2 

25510003 49.40 3.00 0.60 19.63 0.00 4.00 7.00 328 3 

26520105 41.60 4.00 0.25 13.09 8.00 3.00 6.00 317 3 

26310104 165.10 4.00 0.50 21.78 19.00 11.00 7.17 181 3 

26500008 48.10 4.00 0.33 4.68 22.00 40.00 5.00 165 3 

18606002 36.70 2.00 0.33 9.27 42.00 9.00 5.00 102 3 

26507006 50.70 2.00 0.08 12.58 20.00 66.00 4.00 80 3 

18611008 41.00 3.00 0.11 24.11 0.00 4.00 6.00 37 3 

23610009 39.00 3.00 0.14 10.17 25.00 45.00 3.33 22 3 

26501006 49.40 5.00 0.40 4.41 0.00 4.00 5.00 20 3 

15KT0107 49.40 4.00 0.33 4.61 27.00 14.00 5.00 12 3 

15KT0145 49.40 2.00 0.40 1.97 35.00 155.00 4.00 447 4 

20608003 42.90 2.00 0.67 2.75 37.00 99.00 2.00 59 4 

注：DEA入力項目のうち逆数としている項目については，逆数にする前の元データで記載 
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Abstract: Japan's research capability has been declining year by year. While the EU, the U.S., and China have increased their 

university sector R&D expenditures (OECD estimate), Japan's R&D expenditures have been decreasing since the late 1990s, 

reaching 2.1 trillion yen in 2019. Japan's world ranking in scientific knowledge production (number of papers) has also been 

declining since 2000. To maintain and improve the level of research, this study clarified the relationship between the structure of 

ties in Grants-in-Aid for Scientific Research (KAKEN) and research results by using Data Envelopment Analysis (DEA). As a 

results, Grant-in-Aid projects with high network closure had a higher number of journal articles and conference presentations, and 

projects with more brokerages had a higher number of related projects that could lead to the next research. In addition, the 

simulations revealed that it is possible to maintain and improve the level of research by moving inefficient DMUs closer than 50% 

to efficient DUMs. 
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